
※実質赤字額、連結実質赤字額または将来負担額がないため「－」と表示しています。

※（　）内は平成２３年度決算に基づく比率です。

※資金不足額がないため「－」と表示しています。

※（　）内は平成２３年度決算に基づく比率です。なお、国民宿舎特別会計は平成２４年度から設置していますので平成２３年度決算はありません。

－
(-)

水道事業会計
－
(-)

20.0

簡易水道事業会計
－
(-)

工業用水道事業会計
－
(-)

国民宿舎特別会計 －

下水道事業特別会計

２　資金不足比率の状況
（単位：％）

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

財政再生基準 20.00 30.00 35.0

-
（－）

早期健全化基準 13.15
（13.17）

18.15
（18.17）

25.0 350.0

下松市 -
(－)

-
（－）

1.1
（2.0）

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

（３ヵ年平均）
将来負担比率

平成25年10月15日
下松市企画財政部企画財政課

平成２４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要

１　健全化判断比率の状況

①実質赤字比率

⑤資金不足比率

④将来負担比率

：当市の比率

20.00%

20.0%

350.0%

経営健全化基準

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

３　早期健全化基準・財政再生基準・公営企業の経営健全化基準のイメージ

財政再生基準

再生段階

財政悪化
早期健全化基準

財政健全

早期健全化段階

13.15%

30.00%

35.0%25.0%

18.15%

－（H23・24）

2.0％（H23）

○財政健全化団体
○経営健全化団体
【自主的な改善努力による
　　　　　　　　　　　　財政健全化】

・財政（経営）健全化計画の策定
・外部監査の要求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

○財政再生団体
【国等の関与による確実な再生】

・財政再生計画の策定
・外部監査の要求
・計画について国の同意手続き
・地方債の制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

－（H23・24）

1.1％（H24）

－（H23・24）

－（H23・24）

　平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月２２日法律第９４号）」
に基づき、地方公共団体は、平成１９年度決算から新たな財政指標である健全化判断比率・資金不足比率を算出
し、監査委員の審査を受けて議会に報告し公表することになりました。
　なお平成２０年度決算からは法の全面施行により、いずれかの比率が早期健全化基準及び経営健全化基準以
上になると「財政健全化計画」、「経営健全化計画」、財政再生基準以上になると「財政再生計画」を策定し、財政の
健全化に取り組む必要があります。
　下表のとおり下松市の平成２４年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率は全ての比率において基準を
下回り、本市の財政状況は健全性が保たれた状態にあるといえます。今後も指標を活用し、常に財政運営上の諸
課題に取組むことで、行財政基盤の強化に努めていきます。
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【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・標準財政規模：地方公共団体の一般財源の標準規模を示す（臨時財政対策債発行可能額を含む。）

11.25～15.00％

【全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率】

・連結実質赤字額：イとロの合計額がハと二の合計額を超える場合の当該超える額

ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

二　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

16.25～20.00％

30.00%（３年間の経過的な基準を設ける（H20決算 40％→H21決算 40％→H22決算 35％））

※連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値となり公表は「－」で表示する。

一部事務組合・広域連合

▲7.22％（－）

11,267,700

介護保険特別会計（保険事業勘定・介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療特別会計

工業用水道事業会計 下水道事業特別会計

５　健全化判断比率及び資金不足比率の算定方法

①　実質赤字比率

一般会計の実質赤字額

標準財政規模

▲20.95％（－）

20.00%

※実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値となり公
表は「－」で表示する。

☆早期健全化基準

★財政再生基準

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率

連結実質赤字額

17,333

標準財政規模

イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

公営企業会計
（下水道事業特別会計）

の資金剰余額

★財政再生基準

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

11,267,700

標準財政規模 実質赤字比率

一般会計等

地方公社・第三セクター等

②　連結実質赤字比率

＝

813,854

山口県市町総合事務組合

国民健康保険特別会計

一般会計

周南東部環境施設組合

簡易水道事業会計

☆早期健全化基準

一般会計・国保・介護・後
期特別会計の実質収支

額

1,003,184 1,340,824

連結実質赤字比率

公営企業会計

水道事業会計

山口県後期高齢者医療広域連合

連結実質赤字比率 ＝

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字

　
　
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

下松市土地開発公社

周南地区衛生施設組合

公営事業会計（公営企業会計除く）

周南地区福祉施設組合

４　当市における健全化判断比率等の対象会計範囲

国民宿舎特別会計

周南地区食肉センター組合

公営企業会計（水道３事
業）の資金剰余額

　一般会計等を対象とした実質赤字額の標準
財政規模に対する比率です。

　公営企業会計を含む市の全会計を対象とし
た実質赤字額又は資金の不足額の標準財政
規模に対する比率です。
　市全体での赤字の程度を指標化し、財政運
営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。
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【一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率】

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・準元利償還金：イからホまでの合計額

ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ　一時借入金の利子

・特定財源：国や都道府県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金、公営住宅使用料、

　都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等

【一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率】

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

+地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

・将来負担額：イからチまでの合計額

イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）

ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額

二　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

へ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、

　　当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

 ト　連結実質赤字額

チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・充当可能基金額：イからへまでの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金

・特定財源見込額：イからニの償還額等に充てることができる特定の歳入見込額

【将来負担額】

※地方道路公社・土地開発公社・第三セクター等

【充当可能財源等】

一時借入金の利子
⑤

③　実質公債費比率

ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※将来負担額を充当可能財源等が上回る場合、将来負担比
率は負の値となり公表は「－」で表示する。

5,753,127

基準財政需要額
算入見込額

14,574,661

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額　　⑧

元利償還金の額　①
公営企業債の元利償
還金に対する一般会
計からの繰入金　　②

一部事務組合等の起こ
した地方債に充てたと
認められる補助金又は
負担金　　③

1,527,703 279,516

25.0%☆早期健全化基準

74,286 49,408

公債費に準ずる債務
負担行為に係るもの

④

特定財源の額
⑥

（ ①+②+③+④+⑤ ）　-　（ ⑥+⑧ ）

555,398

うち都市計画税

組合等連結実質赤字
額負担見込額

3,051,254

0.8% 1.1%

★財政再生基準

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

1,297,730

イ　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金相当額

35.0%

実質公債費比率
（24年度単年度）

実質公債費比率
（３ヵ年平均）

⑦　-　⑧12

標準財政規模
⑦

充当可能基金

0

地方債の現在高

16,701,044

④　将来負担比率

11,267,700

0

将来負担比率

▲48.4％（-）

組合等
負担等見込額

425,314

連結実質赤字額

726,483

債務負担行為に
基づく支出予定額

退職手当
負担見込額

350.0%
標準財政規模

11,267,700

2,548,024

充当可能
特定歳入

元利償還金・準元利償還
金に係る基準財政需要額
算入額

公営企業債等
繰入見込額

☆早期健全化基準

設立法人の負債額等
負担見込額　　※

0

1,297,730

6,472,499

将来負担比率 ＝

実質公債費比率
（３ヵ年平均）

＝

7,237,721

　一般会計等が負担する元利償還金及び準
元利償還金の標準財政規模を基本とした額
に対する比率です。
　借入金の返済額及びこれに準じる額の大き
さを指標化し、資金繰りの程度を示す指標と
もいえます。

　公営企業、一部事務組合、土地開発公社及
び第三セクター等も含め、一般会計等が将来
負担すべき実質的な負債（借入金の返済・退
職手当支給額等）の標準財政規模を基本とし
た額に対する比率です。
　借入金や将来支払う必要のある負担等につ
いて、現時点での残高として指標化し、将来
財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標
ともいえます。
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【公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率】

　　　現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　　　充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

・事業の規模：事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額

  事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

※資金の不足額がない場合は「－」で表示する。

６　主な用語の説明

■標準財政規模

なお、臨時財政対策債の発行可能額についても含まれています。

■早期健全化基準

定められた数値です。各比率のいずれかが基準以上になると当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに「早期健全化計画」を策定しなければ

なりません。

■財政再生基準

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的

にその財政の健全化を図るべき基準として、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。基準以上になると公表した年度の末日までに

「財政再生計画」を策定しなければなりません。

■経営健全化基準

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率について定められた数値です。基準以上になると

「経営健全化計画」を策定しなければなりません。

　資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に

☆経営健全化基準 20.0%

資金の不足額
（下水道事業特別会計）

資金の不足額
（簡易水道事業会計）

0

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額をいいます。

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として

事業の規模
（簡易水道事業会計）

0

資金不足比率
（左記５会計すべて）

－1,071,317 2,831

事業の規模
（下水道事業特別会計）

事業の規模
（工業用水道事業会計）

資金不足比率 ＝
資金の不足額

事業の規模

⑤　資金不足比率

・資金の不足額：資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

事業の規模
（国民宿舎特別会計）

資金の不足額
（水道事業会計）

0

事業の規模
（水道事業会計）

0

資金の不足額
（工業用水道事業会計）

20,376 0

資金の不足額
（国民宿舎特別会計）

0

832,736

　公営企業会計ごとの資金の不足額の事業
の規模に対する比率です。
　公営企業の資金不足を公営企業の事業規
模である料金収入の規模と比較して指標化
し、経営状態の悪化の度合いを示す指標とも
いえます。
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